
 
 

【参考条文】 

 

 

〇食料・農業・農村基本法改正案（抜粋） 

（食料の円滑な入手の確保） 

第十九条 国は、地方公共団体、食品産業の事業者その他の関係者と連携し、地理的な

制約、経済的な状況その他の要因にかかわらず食料の円滑な入手が可能となるよう、

食料の輸送手段の確保の促進、食料の寄附が円滑に行われるための環境整備その他必

要な施策を講ずるものとする。 

 

 

 

○食料・農業・農村政策審議会令（平成十二年政令第二百八十九号）（抜粋） 

（組織） 

第二条 （略） 

２ 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことが

できる。 

（臨時委員及び専門委員の任命） 

第三条 （略） 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験のある者のうちから、農林水産大臣が

任命する。 

（委員の任期等） 

第四条 （略） 

２～３ （略） 

４ 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、

解任されるものとする。 

５ 臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。 

 

 

 

〇食料・農業・農村政策審議会議事規則（抜粋） 

平 成 １９ 年 ７ 月１２ 日 

食料・農業・農村政策審議会決定 

（小委員会） 

第９条 部会長は、必要あると認めるときは、特定の事項を部会長の指名する委員、臨

時委員又は専門委員によって構成する小委員会に付託し、調査審議させることができ

る。 


